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Abstract

Thecompetitioninthebiomarket,forexample,medicineisgetting

moreandmorefierceallovertheworld.Ⅰnthecircumstances,the
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cationwithconsumers,aimingatWinnlngthebattleagainstforelgn
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は じめ に

21世紀の我が国にとって,生物の有する力を活用する技術,いわゆるバイ

オテクノロジー (BT)やそれを用いる産業,すなわちバイオ産業が重要だ,

と指摘されるようになってしばらく経つ｡平成13年 3月に平成13-17年度を

対象期間として閣議決定された第 2期科学技術基本計画において重点分野と

された4分野にはライフサイエンス分野が含まれ,平成14年12月には,内閣

総理大臣はか関係閣僚や学識経験者からなるBT戦略会議において,バイオ

テクノロジー戦略大綱がまとめられ,それ以降,関係者の総力を挙げて,戟

が国バイオ産業の国際競争力を強化しようと,さまざまな取組みが活発に行
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われてきている｡また,日々,国際競争が激しさを増している医薬品業界に

おいては,大規模な業界再編が行われている｡

しかしながら,現時点において,その全てが十分な効果を挙げていると言

えるかというと,必ずしもそうとは言えないと考えられる｡例えば,積み残

されている課題の一つに,バイオテクノロジーの専門研究者やバイオ企業と

社会の関係が挙げられるのではないか｡大変残念なことながら,近年,企業

不祥事が後を絶たず,企業活動に向けられる目が厳しさを増していると言え

るが,食品産業や医薬品産業などバイオ産業の中核をなす産業においても,

不祥事や国民の疑いを招くような出来事が報道されている｡それとも関連し

て,安全 ･安心を求めるニーズは日々高まりを見せている｡そもそもバイオ

テクノロジーは現代科学の先端を走る技術の例として取 り上げられることが

多いが,先端技術は人類に計り知れない利益をもたらす反面,取扱いを誤れ

ば,容易にぬぐうことの出来ないダメージを与えることが少なくなく,先端

技術の研究開発やその利用 と社会 との関係は緊張をはらむことが少なくな

い｡バイオテクノロジーの分野でも,生命倫理の問題を惹起するような技術

が多 く,時折,新聞紙面をにぎわせている｡単に個人の選択で済む問題であ

ればいざしらず,社会として受け入れるか否かの決定を迫られている例も枚

挙にいとまがない｡

本稿では,まず,バイオテクノロジー戦略大綱に基づき,我が国バイオ産

業の直面する,主に政策的な課題を概観するとともに,バイオ産業の代表例

である医薬品産業の研究開発マネジメントについての先行研究,さらに最近

注目度を増しているサイエンスコミュニケーションを紹介した後,それらを

踏まえながら,バイオテクノロジーと社会の関わり,すなわちバイオコミュ

ニケーションとその促進のための具体的な取組みの一つであるバイオコミュ

ニケーション研修事業について論じることにより,バイオ企業の経営戦略を

考えてみたい｡
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1.バイオテクノロジ-戦略大綱について

(1)バイオテクノロジー戦略大綱策定の背景

平成14年 7月,バイオテクノロジーの目覚ましい成果を実用化 ･産業化し,

国民生活の向上と産業競争力の強化を図ることの重要性が高まっていること

を踏まえ,我が国としてバイオテクノロジー戦略を早急に樹立しその推進を

図るため,内閣総理大臣を始めとする関係閣僚及び各方面の有識者からなる

｢BT戦略会議｣が設置され,集中的な審議を経て,12月にバイオテクノロ

ジー戦略大綱がとりまとめられた｡

その序によると,21世紀は生命科学,バイオテクノロジーの世紀であり,

その進歩は人間生活の基本である ｢生きる｣,｢食べる｣,｢暮らす｣の三場面

のあり方を抜本的に変えるインパクトを持ち得る極めて大きな技術革新とさ

れている｡

併せて,バイオテクノロジーは,人類にとってその基本をなす ｢生命｣に

ついての科学的知見の革新的進歩から生まれて くる技術的成果であるため

に,そこから世界中の誰もが予想もしていないような新しい技術,新しい産

業が創出される可能性が極めて強 く,また,既存の産業の技術基盤も巨大な

影響を受けるであろう,とされている｡それ故にこそ世界各国はバイオテク

ノロジーへの取組みを大幅に強化している一方,我が国はかなり遅れている

面が多いと言わざるを得ず,今から総力を挙げてバイオテクノロジーへの取

組みを国家レベルで強化しなければ,この21世紀最大の科学技術の進歩に取

り残される危険がある,という問題意識が大前提となっている｡

以上のように,バイオテクノロジーを巡る国家間競争の激化は,バイオテ

クノロジー戦略大綱策定の大きな要因となっており,｢第 2章 BTを巡る

国際的状況はどうなっているか｣では,

1.研究開発状況

2.人材供給状況
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3.バイオベンチャー企業の現状

に分けて,我が国が特に欧米先進国にどの程度遅れをとっているかについて

分析を行った上で,後に述べるような三つの戦略を提案している｡

経済産業省によると,中国,インド,韓国,シンガポールなどアジア ･オ

セアニア諸国においても,バイオテクノロジーへの取組みが強化されており,

例えば,中国については,2000年,バイオテクノロジーに関する特許出願数

が対前年比4倍になり,欧州と我が国を上回って世界第 2位に浮上,さらに

研究開発及びその産業化に向けた取組.みが進められている,とされており,

バイオテクノロジーを巡る国家間競争はより激化する方向に向かっていると

考えられる｡

図 1 国内バイオ関連産業の市場規模 (2003年度)

(単位 :百万円)

食品:.医療用鼻化成品を故器孟旦備サービスR横車根滞鹿茶棚漣外ロニクス･水産関連拭料.拭耗珊韓賂樗その他 ′′

(出典 :METIバイオ産業創造基礎調査報告書)
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図2 各国のバイオ政策の動向

米国題臣≡

1999年に構造ゲノムイニシアチブを策定｡

国をあげてBTの開発および産業化を推進中｡

tqiIl

;--I.-T:

保健福祉省 24】037百万ドル (主にNIH)

農務省 1,469百万ドル

国防省 862百万ドル

エネルギー省 346百一万ドル

その他 1,959百万ドル

673百万ドル ≒ 3兆 円 (2003)

(出典 :経済産業省資料)

図3 バイオテクノロジー基幹技術の出願人国籍別出願件数の推移と構成
(件)
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注 :●世界各国に出願された全ての培許出磨貞の内､日本､米国､欧州それぞれの出願人による出願を分析 したもの｡

+出版年が1990年～1998年を対象にVVPJNDEX(STN)で検索o

(出典 :特許庁 ｢バイオテクノロジー基幹技術に関する技術動向調査一特許からみた研究開発の
現状 と課題-｣)
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(2)バイオテクノロジー戦略大綱における三つの戦略

バイオテクノロジー戦略大綱では,｢第 3葺 大きな跳躍を目指した三つ

の戦略｣において,

戦略 1 研究開発の圧倒的充実

いつも世界の一歩先の研究に力を尽 くす

戦略 2 産業化プロセスの抜本的強化

BTの成果を国民全体が享受するために産業化のプロセスを

確固たるものにする

戦略 3 国民理解の徹底的浸透

国民が適切に判断し,選択できるシステムを作る

が提案されている｡

このうち,｢戦略 3 国民理解の徹底的浸透｣においては,

1.情報の開示 と提供の充実

2.安全 ･倫理に対する政府の強固な姿勢を国民に提示

3.学校教育,社会教育等の充実

の三つが挙げられているが,｢2.安全 ･倫理に対する政府の強固な姿勢を

国民に提示｣の中に次のような記述が見受けられる｡

｢(中略)BT製品の安全審査や安全管理に関する大規模な組織を整備し,

抜本的に強化することが必要である｡現状では,米国FDA (食品医薬品局)

などの例を見ても,この面で,我が国は大きく欧米に遅れている｡安全性に

関する透明な審査機構の確立は,行政の重要な役割であることを改めて認識

し,対応を強化すべきである｡｣

この記述は,言うまでもなく,安全審査 ･管理に関する行政機構のあり方

の問題を取 り上げており,他の先進国では行政による安全審査 ･管理が信頼

され,その結果バイオテクノロジーの研究開発やその成果の産業化が進む一

方,仮に我が国では安全審査 ･管理が国民に信頼されず,その結果,バイオ

テクノロジーの研究開発などが阻害されれば,非常に由々しき問題である,
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という意味で,極めて当然のことを述べているが,これは,安全性に関する

対応も国際的比較の対象になる,さらに言えば,バイオテクノロジーに関す

る産業競争力の優位性を決する要素たり得る,ということを示唆している｡

2.バイオ産業,特に製薬産業の研究開発マネジメント論

我が国においてバイオ産業に対する注目が高まったのは比較的最近のこと

であり,バイオ産業におけるマネジメントについては,まだ十分な研究が行

われていないように見受けられる (これは,戦後の我が国経済の発展におい

てバイオ産業がそう大きな役割を果たしていなかったことと関係があると推

察される｡)｡ただ,最近は徐々にバイオ産業,特に製薬産業に関する研究が

進み,注目すべき成果も現れている｡

ここでは,桑嶋 (2006)に示されている製薬産業の研究開発マネジメン ト

論を概観する｡

医薬品開発については,一般にハイリスク ･ハイリターンとのイメージが

強いが,現実q)医薬品の研究開発プロセスを見ると,

① 新薬のもととなる化合物を創製 ･発見する ｢探索段階｣ (上流)

② その有用性を確認して製品へと仕上げていく ｢開発段階｣(下流)

の二つに分けられ,前者については偶然や運,個人研究者の能力に依存する

ものの,後者については,研究開発活動は組織的かつ体系的に行われており,

しかもこの後者において膨大なコストを要していることから,この開発段階

のマネジメントや能力差こそが製薬産業の研究開発成果や競争優位に決定的

な差をもたらすとし,具体的には ｢goornO-goの判断能力｣と ｢プロトコ

ル ･デザイン能力｣の二つの組織能力に注目しているが,本稿では紙幅の制

約から前者について取り上げる｡

｢goorno-goの判断能力｣については,開発プロセスの途中から新薬の

｢設計変更｣ができなくなるという医薬品開発の特性から,その重要性に注
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目している｡つまり,そもそも医薬品開発は10年,20年という長期の開発期

間を要する上に,仮に臨床試験段階 (開発段階)に至って化合物に不具合が

発見され,化合物修正 (設計変更)を行う場合,さらに開発期間が長期化し

てしまう｡然るに,今日の新薬開発競争は激烈であり,世界中の製薬企業や

ベンチャー企業が新薬開発にしのぎを削っている中で,そもそも長い開発期

間がさらに長期化することは致命的な影響をもたらすからこそ,当該開発プ

ロジェクトを先に進めるか (go),進めないか (nO-go)の判断能力が重

要であると指摘している｡

そして,この製薬産業の研究開発マネジメント論を踏まえつつ,我が国製

薬産業の今後の経営戦略としては,研究開発に関する投資負担に耐えるため

に,一定規模の追求の必要性を認めながらも,

① 選択と集中

② 学習を視野に入れた戦略的提携の活用

③ オペレーション能力の強化

の重要性を説 くことにより,｢経営の質｣を高めることの必要性を強調して

いる｡

表 1 探索段階と開発段階の特徴の違い

個人 組織
≡...読.;ii…才.チ.ラ)..y:..

極めて高い 低い準-響

顔 ゴミ箱モデル的 より合理的

(出典 :桑嶋 (2006))

3.サイエンスコミュニケーション(科学技術コミュニケーション)

昨年 3月28日,平成18-22年度を対象とする第 3期科学技術基本計画が閣

議決定されたが,この中に近年注目度を増しているサイエンスコミュニケ-
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ションに関連する重要な記述が相当数見られるので,バイオコミュニケーシ

ョンを諭ずる前に概観することとする｡

(1)社会 ･国民に支持され,成果を還元する科学技術

第 3期科学技術基本計画においては,その基本姿勢として,｢社会 ･国民

に支持され,成果を還元する科学技術｣が ｢人材育成と競争的環境の重視｣

と並んで,基本姿勢として位置付けられている｡

具体的には,科学技術政策は,国民の理解と支持を得て初めて効果的な実

施が可能となるとし,研究開発投資の戦略的運用の強化により一層効果的に

行うこと,絶え間なく科学の発展を図り知的 ･文化的価値を創出するととも

に,研究開発の成果をイノベーションを通じて,社会 ･国民に還元する努力

を強化すること,科学技術政策やその成果を分かりやすく説明するなど説明

責任を強化すること,が挙げられている｡

近年,どのような政策にしろ,説明責任が強調されることが多いので,当

然と言えば当然かもしれないが,｢科学技術政策やその成果を分かりやすく

説明するなど説明責任を強化すること｣が重視されている点に留意が必要で

あろう｡

(2)社会のニーズに応える人材の育成

｢知の活用や社会還元を担う多様な人材の養成｣の中で,｢科学技術コミ

ュニケーターの養成｣の必要性が取り上げられている｡

具体的には,科学技術を一般国民に分かりやすく伝え,あるいは社会の問

題意識を研究者 ･技術者の側にフィードバックするなど,研究者 ･技術者と

社会との問のコミュニケーションを促進する役割を担う人材の養成や活躍

を,地域レベルを含め推進することとし,科学技術コミュニケーターを養成

し,研究者のアウトリーチ活動の推進,科学館における展示企画者や解説者

等の活躍の促進,国や公的研究機関の研究費や研究開発プロジェクトにおけ
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る科学技術コミュニケーション活動のための支出の確保等により,職業とし

ても活躍できる場を創出 ･拡大する,こととされている｡

ここで詳細を述べる余裕はないが,既にいくつかの大学において,国の強

力な支援の下,科学技術コミュニケーターの養成が具体的に行われているほ

か,そのほかの多数の大学でも科学技術コミュニケーターの養成のためのプ

ログラムが実施されており,少なくとも当分の間はそうした動きが継続する

と見られる｡

(3)社会 ･国民に支持される科学技術

第 3期科学技術基本計画は全 5章から構成されているが,その中に ｢第 4

章 社会 ･国民に支持される科学技術｣が置かれており,科学技術と社会 ･

国民との関わりを重視する姿勢が強く打ち出されている｡

具体的には,

1.科学技術が及ぼす倫理的 ･法的 ･社会的課題への責任ある取組

2.科学技術に関する説明責任と情報発信の強化

3.科学技術に関する国民意識の醸成

4.国民の科学技術への主体的な参加の促進

について記述されている｡

1.においては,科学技術の急速な発展により,ヒトに関するクローン技

術等の生命倫理問題,遺伝子組換え食品に対する不安,個人情報の悪用に対

する懸念,実験データの控道等の研究者の倫理問題など,科学技術は法や倫

理を含む社会的な側面に大きな影響を与えるようになっていることから,料

学技術の社会的信頼を獲得するために,国及び研究者コミュニティ等は,社

会に開かれたプロセスにより国際的な動向も踏まえた上でルールを作成し,

科学技術を担う者がこうしたルールにのっとって活動するよう促していく,

としつつ,特に,社会と深 く関わりつつ急速に発展してきた生命倫理に関す

る諸課題への対応を強化する,こととしている｡
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また,科学技術の成果を社会に還元する際に必要なリスク管理を合理的に

行うため,リスク評価のための科学技術活動の重要性を指摘しつつ,国民の

安心を得るために,科学的なリスク評価結果に基づいた社会合意形成活動の

重要性を述べている｡

2.においては,研究機関 ･研究者等は研究活動を社会 ･国民に出来る限

り開示し,研究内容や成果を社会に対して分かりやすく説明することをその

基本的責務と位置付け,研究者等と国民が互いに対話しながら国民のニーズ

を研究者等が共有するための双方向コミュニケーション活動であるアウ ト

リーチ活動を推進する,こととしている｡

さらに4.においては,科学技術への国民の理解と支持を高めるために,

科学技術から国民への働きかけのみならず,国民の方から科学技術に積極的

に参加してもらうことの重要性を指摘しており,政府関係機関が社会的な影

響や国民の関心の大きな研究開発プロジェクトを実施する際,その基本計画,

研究内容及び進捗状況を積極的に公開し,それに対する意見等を研究開発プ

ロジェクトに反映させるための取組を進める,という考え方を示している｡

4.バイオコミュニケーション

(1)バイオコミュニケーションの必要性

大変残念なことであるが,近年,我が国ではいわゆる企業不祥事事件が多

発しており,国民の企業に対する信頼が揺らいでいる｡営利団体たる企業は,

利潤の獲得を目的として設立されるが,利潤を獲得するためには製品 ･サー

ビスが市場に受け入れらなければならず,そのためには製品 ･サービスが消

費者の信頼に足るものでなければならない｡

ところが,製品 ･サービスの信頼性は消費者が一目見て判断できるもので

はないことが多く,結局,生産者たる企業が信頼に足るかどうか,というこ

とで判断せざるを得ない｡特に,バイオテクノロジーは ｢生命｣についての
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科学的知見の革命的進歩から生まれてくる技術的成果であるため,安全性の

問題にとどまらず,より複雑な倫理上の問題を投げかけることも多い｡

BT戦略会議の岸本忠三座長は,｢BT戦略大綱について｣の中で,

｢(中略)クローン技術の応用は一方では多くの面で有用なテクノロジー

を提供する｡例えば,農業,畜産業に画期的な変革をもたらすであろう｡ク

ローンの概念を応用したES細胞 (腫性幹細胞 ;どんな組織,臓器にでもな

り得る細胞)の確立は再生医療,移植医療の世界に画期的な進歩をもたらす

ことが期待されている｡反面,クローン人間の誕生は,我々に大きな倫理上

の問題を投げかけている｡ヒトのゲノムの解読も画期的な医薬の開発につな

がり,病気の診断や発病予測,個人の体質に応じた医療等大きな進展が期待

される反面,個人のプライバシー,出生前診断,デザイナーベイビー等,重

要な倫理問題を投げかけている｡｣と述べている｡

誤解を恐れずに言えば,安全性の問題にとどまらず,複雑な倫理上の問題

をはらむバイオテクノロジーの研究開発とその成果の産業化を円滑に進め,

国民生活の向上と我が国の関連産業の国際競争力を強化するためには,研究

開発やその成果の産業化を行う者が社会からの信頼を得ていることが不可欠

の条件である｡我が国においては,遺伝子組換え農作物を巡り社会的な議論

が度々生じているが,その際にも,研究開発を行う者が社会から信頼されて

いるか,社会と良好な関係を保っているか,円滑なコミュニケーションを維

持しているか,が重要な問題となっている場合が多い｡

現時点においては,バイオテクノロジーの研究開発は大学等高等研究機関

において限定的に行われている場合が多いとも言えるが,今後はその成果の

実用化 ･産業化が活発化することが予想され,その主役は企業が担うことと

なろう｡ そうなれば,バイオテクノロジー関連の予算 ･人材を含む研究開発

能力,経営管理能力などに加え,社会と良好な関係を保つ,つまり円滑なコ

ミュニケーションを維持することによって社会から信頼される能力も,バイ

オテクノロジー関連企業の競争優位性を決する重要なファクターになる,
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と言うことができる｡こうした問題意識に基づき,筆者を含め,問題意識を

共有する実務関係者及び学識経験者が参加して,これまでバイオコミュニ

ケーションに取り組んできたNPO法人くらしとバイオプラザ21が,経済産

業省の支援の下,平成18年に試行的にバイオコミュニケーション研修事業を

実施することとなった｡

(本研修事業の詳細については,参考文献に掲げた報告書を参照されたい｡

また,以下の部分についても,同報告書に多くを負っている｡)

(2)平成18年度のバイオコミュニケーション研修事業の概要

① メディア戦略をテーマとした趣旨

バイオコミュニケーションについては,以上に述べたように,｢生命｣

に関する科学的知見の革命的進歩に関わる企業が社会との良好な関係を

保つためのコミュニケーション,と位置付けられており,その意味で,

本研修事業を,単にメディアとどう付き合うべきか,というようなノウ

ハウを提供する場として位置付けているわけでは決してないが,以下の

理由により,今回は ｢メディア戦略｣をテーマとして実施した｡

○近年のインターネットに代表されるIT技術の発展により,情報伝達に

おけるメディアの役割が以前に比べて低下していることに異論はないと

考えられるが,依然として,メディアの社会的影響力は大きく,社会と

の良好な関係を保とうとする場合,メディアとの接触は不可欠である｡

また,メディアは,社会や消費者の感覚に関する情報を豊富に有して

いることから,まず手始めにメディアとの関係に関する戦略を考えるこ

とが有意義である｡

○また,受講生の立場に立った場合,抽象的,一般的なコミュニケーショ

ンを検討するよりも,メディアという現実の存在を対象としたコミュニ

ケーションを考える場を設定した方が,短期間の研修という制約条件の

下で,より大きな効果が期待される｡
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② 講師の選定

｢メディア戦略｣をテーマとした上で,講師陣については,次の2グ

ループに分けて選定した｡

○メディア関係者

メディア戦略をテーマとする以上,実際にメディアの第一線で活躍し

ている講師を選定することが不可欠である｡

このため,3人のメディア関係者を選定した｡

○学識経験者

先に述べたように,バイオコミュニケーション研修事業は,本来的に

は,単にメディアとの接し方に関するノウハウを提供する場ではなく,

バイオテクノロジーの研究開発やその成果の産業化を行う企業と社会の

関わりを考える場として位置付けられているため,関連する分野の専門

的研究者を講師として選定した｡

今回は以下の三つの分野に分けて選定した｡

･ノレ-ノレ

BT戦略大綱の中にもあるように,バイオテクノロジーの研究開発 と

その成果の産業化を進めるためには,適切なルールの設定 ･見直しが不

可欠である｡適切なルールの設定 ･見直しがなされていないところで,

社会や消費者が生産者たる企業を信頼するはずがないからである｡

･(社会)心理学

社会や消費者 との良好な関係を保つためには,(社会)心理学におけ

るこれまでの蓄積の活用が有用であることは論をまたない｡

特に,近年,リスクコミュニケーションが注目されていること,先端

的なバイオテクノロジーの研究開発には程度の差はあれリスクが伴うこ

と等を踏まえ,リスクコミュニケーションの講義を設けることとした｡

･科学論 ･文化論

バイオテクノロジーと社会の関わりを考える際,日本人の科学観や日
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本社会の文化が重要なファクターとなることも論をまたないところでめ

ろう｡

また,最近,日本人の理科離れを懸念する声が強いが,これも無視し

得ない要因であり,こうした最近の事情にも通じている専門家を講師と

して選定した｡

･危機管理 ･コミュニケーション

より慎重なコミュニケーションが求められる危機管理の専門家,多種

多様なコミュニケーションに関わっている専門家を選定し,受講者がバ

イオコミュニケーションをより幅広い視野で考えられるように配慮し

た ｡

･まとめ (企業経営)

まとめにおいて,バイオコミュニケーションを企業経営の立場からど

う考えるべきか,について議論した｡

(3)インプリケーション

本研修事業実施の背景を踏まえ,ここではいくつかの留意点,さらには企

業関係者に対するインプリケーションを述べる｡

① メディアの特質を踏まえた対応の必要性

いくつかの講義において,メディアのビヘイビアについて詳細な紹介

がなされたため,受講者も普通では知り得ない情報に触れることができ,

受講者作成のレポートを見ても,相当の研修効果が認められたと考えら

れる｡

留意を要する点は多々あるが,敢えて一つだけあげるとすると,メデ

ィア関係者は締切り等の極めて厳しい時間的制約の下で行動するため,

動きが早い｡企業サイドとして適切な対応を行うためには,何か起こっ

てから対応するのでは間に合わない危険性が強く,その意味で,日頃か

らの体制整備が極めて重要である｡
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また,大企業では,広報部門,消費者対応部門,生産部門,そして研

究開発部門は通常分かれており,日頃十分な連携を行っている企業ばか

りとは限らない｡

こうした企業のバイオテクノロジー関連の研究開発や製品について何

か問題が起こった時,事実確認に時間を要したり,部門によって説明内

容が異なったりすれば,外部に対して混乱をもたらし,ひいては社会的

信頼を喪失する可能性が高いことは容易に想像がつく｡

こうした事態を避けるためには,日頃から関係部門間で十分な情報共

有を行ったり,突発的事態に対応するための組織的整備を検討すること

が必要ではないか｡新しいポストを創設することが直ちに問題の解決に

つながるわけではないが,縦割り的対応を防止する観点から,対外的対

応を統括するCC0 (ChiefCommunicationOfficer)というポストを考

えてみるのも一案ではないか｡

なお,様々な事情を考慮し,まず業界団体レベルでの対応を強化すべ

き,との見解もあるが,問題意識の醸成や体制整備のプロセスとしては

いざしらず,特定の企業のみが問題に直面するケースも多々考えられる

ため,最終的には,各企業ごとに検討すべき課題ではないかと考えられ

る｡

② 政策決定プロセスへの理解

何度も繰り返し述べるように,バイオテクノロジーは ｢生命｣につい

ての科学的知見の革命的進歩から生まれてくる技術的成果であり,その

研究開発の過程,さらには実用化 ･産業化の過程において,｢生命｣そ

のものを扱う場合が少なくなく,より複雑な倫理的問題を惹起する例は

枚挙にいとまがない｡

このため,研究開発の段階で社会的論争を引き起こすことも決して少

なくないが,実用化 ･産業化段階に至れば,ほぼ間違いなく社会として

その技術を受け入れるか否か,つまりどのようなルールを設定するのか,
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という政策決定プロセスにおける議論が生じる｡

政策決定プロセスにおいては,憲法を含む法に定められた検討や議論

が行われるが,バイオテクノロジー関連企業も重要な関係者として,そ

のプロセスに積極的に関わることが期待されよう｡

(我が国では,企業が政策決定プロセスに関与することについては,当

該企業の利害に沿って議論が誘導されたり歪曲されたりする危険性が指

摘され 必ずしも好ましく受け取られないことが多いが,多くのケース

において,バイオテクノロジーの実用化 ･産業化によって当該企業以外

にもベネフィットを享受する利害関係者が存在することを考えれば,企

業が積極的に政策決定プロセスに関与することを直ちに否定するべきで

はないのではないか｡)

ただし,その場合には,当然のことながら,企業関係者が我が国にお

ける政策決定プロセスを規律する基本的な考え方を理解しておくことが

不可欠である｡

○民主主義と自由主義

言うまでもなく,我が国は民主主義を採用しているが,民主主義とは

最終的には多数決をもって結論を出すシステムである｡

他方,人類の歴史において,多数派が少数派の権利を不当に弾圧する

不幸な事件が少なくなかったことを踏まえ,少数派の権利を守るための

自由主義も採用されている｡

民主主義と自由主義は時に深刻な対立を引き起こすため,その調整に

困難を生じる場合もあるが,一つの調整手法が科学的知見である｡した

がって,企業はバイオテクノロジーの研究開発の過程において科学的知

見の蓄積に意を用い,それを一般市民を含む政策決定プロセスの参加者

が理解し得る形で説明する責務を有するのではないか｡

○代表制民主主義におけるメディアの役割

先に述べたように, IT技術の発達に伴い,近年,メディアの社会的

影響力は以前に比べ相対的に低下しているが,依然としてその影響力は
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大きい｡

加えて,メディアが報道の自由を享受しているのは,我が国を含む先

進各国が採用している代表制民主主義においては,主権者たる国民に判

断の基礎 となる情報を提供しつつ,国民の疑問や意見を政策決定プロセ

スに反映する機能を有する機関の存在が不可欠だからである｡

メディアのそうした役割に特に留意し,誠実な対応を行うことが期待

されるのはあらためて言うまでもない｡

○専門性の増大による行政や専門家の役割の増大

現代においては,各方面において著しく専門性が増大したため,議会

で政策を決定する前に行政機関や専門家による専門的な検討が行われる

ことが多い｡

特に,バイオテクノロジーの研究開発やその成果の実用化 ･産業化に

関わる政策決定は専門的なものになることが多いことから,科学的知見

を含む専門的知見を有する企業の積極的な貢献が期待される｡

○国と地方の関係

近年,我が国では,中央集権的行政への批判,地方分権の必要性など

が強 く主張されているが,そもそも我が国憲法は地方自治を重要な制度

として保障している｡

(憲法の教科書では,地方自治は民主主義の学校,などと記述されてい

ることが多い｡)

もちろん国と地方公共団体が別個の規制ルールを有する場合などにお

いては,被規制者は様々な困難に直面するため,国による統一的規制を

希望することは十分理解し得るが,地方ごとに事情の違いがある場合な

ど,地方独自の規制を否定することは必ずしも適切ではない｡

要するに,規制主体が規制の必要性を十分に説明する責任を果たすこ

とによって,い かなる規制を行うことが国家 ･地域社会にとって必要な

のか,を十分に議論することこそが肝要だと考えられる｡
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政策決定プロセス全般を通じて重要なことは,いたずらに結論のみを

ぶつけあい,対立を先鋭化させるのではなく,意見を異にする者がそれ

ぞれの論拠を明らかにした上で,あくまでも国家 ･地域社会全体にとっ

て適切な結論を求めること,である点に留意が必要であり,実は,それ

こそが民主主義の目指すところではないだろうか｡

③ リスクコミュニケーションとサイエンスコミュニケーション

ともに近年著しく研究が進展している分野であり,バイオコミュニ

ケーションを考える上で示唆に富む分野である｡

(4)今後改善を検討すべきポイン ト

今回のバイオコミュニケーション研修事業はあくまでもトライアルとして

実施されており,今回得られた試行結果を元に,平成19年度以降,随時改善

を図っていくことが極めて重要である｡

① カリキュラム編成上の工夫

新たに導入を検討すべき関連分野として比較文化論などが考えられる

ほか,欧米先進国のバイオテクノロジー関連企業の社会 とのコミュニ

ケーションのあり方をフォローすることが有益であろう｡

また,原子力等社会との関わりが重要な位置付けを占める他分野の関

係者を講師として招 くことも一案である｡

(ヨ コースの多様化

○エグゼクティブ ･コース

バイオコミュニケーションを社会と良好な関係を保つためのコミュニ

ケーションと位置付ける場合,研究開発戦略,マーケティング戦略,あ

るいは組織戦略等々企業戦略の根幹に関わるものとして考える必要があ

り,現に受講生からもそういう指摘があった｡

そのため,研修期間を短縮するなどして,各種戦略の企画立案 ･決定

に関わるエグゼクティブ向けのコースの検討が必要である｡
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○バイオコミュニケーション専門家コース (ケーススタディ中心)

リスクコミュニケーション,サイエンスコミュニケーションなどを含

め,コミュニケーションに関する研究が進展していることを踏まえ,戟

略の企画立案をサポートしつつ,バイオコミュニケーションを実践する

専門家を育成する専門家コースの創設についても検討が必要である0

手法としては,ケーススタディ中心のコースになるものと考えられる｡

○バイオコミュニケーション基礎コース (講義中心)

これは新入社員など初心者向けのコースであり,バイオテクノロジー

関連企業の社員としての基本的な素養について講義するものとして検討

する必要がある｡

(5)所 感

① トソプマネジメントのコミットメント

あらためて言うまでもなく,バイオコミュニケーションは企業の対外

的対応能力に関わるものであるが故に,トソプマネジメントのコミット

メントがなければ,なかなか進まないであろう｡

また,やや大げさに言えば,バイオテクノロジー関連企業の命運に関

わるものでもあることを踏まえれば,トソプマネジメントがコミットす

るりが当然であり,その結果として,社内の問題意識も醸成され得るの

ではないか｡

② 想像力

最近の企業不祥事の中には,社会なり消費者なり情報の受け手がどの

ように感じるか,という点に想像力を働かせていないのではないか,と

思われるようなものが少なからず見受けられる｡

バイオコミュニケーションの成否は,まさしくその点にかかっている

のではないか｡

③ 人材育成

いわゆるバブル崩壊後の長期間にわたる経済の停滞の後,人材育成の
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重要性が強く叫ばれるようになってきたが,バイオテクノロジーを巡っ

ては今後ますます国際競争が激しさを増すであろうことを踏まえれば,

バイオコミュニケーションに関する人材育成は一刻も無駄にはできない

重要な課題である｡

バイオコミュニケーションは,まさしくコミュニケーションであるが

故に,実践的な人材育成が不可欠であるが,他方,関連分野における様

々な理論的発展をなおざりにすることもできない｡

したがって,実務家と専門的研究者のコンビネーションにより,理論

的発展に裏付けられた実践的人材育成という,我が国ではこれまでのと

ころあまり成功例を見ていない人材育成システムを確立することが急務

であろう｡

5.最 後 に

サイエンスコミュニケーションは多数の専門領域が関わる分野とされてい

るが,バイオコミュニケーションはさらに経営戦略論や経営組織論まで関わ

ることから,本稿では特に注目すべき点を中心に表面をなでるのが精一杯で

あった｡

また,純粋に学術的議論を行うのであれば,国内外のバイオ企業のバイオ

コミュニケーションの現状を詳細に調査しつつ,理論的に整理を要する点が

少なからずあるが,それにはかなりの時間を要する一方,バイオテクノロジー

やバイオ産業を巡る国際競争は,今後中国等の本格的参戦も予想され,いよ

いよ待ったなし,の様相を呈していることから,我が国バイオ企業のバイオ

コミュニケーションについての危機意識を共有する産業界関係者を始めとす

る実務家と学識経験者により,まず開始したのがバイオコミュニケーション

研修事業であり,平成19年度もNPO法人 くらしとバイオプラザ21により実

施される予定である｡

CSRについての議論が活発になってしばらく経つが,様々な見解が主張
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されている｡バイオコミュニケーションとCSRの関係をどう整理するのか,

ということも非常に重要であるが,いずれにせよ,我が国製薬産業の経営戦略

として,規模の追及も一定の範囲で必要ながら,｢経営の質｣を高めること

が何よりも大事である,との指摘を踏まえれば,バイオ産業が｢経営の質｣を

高めるためには,バイオコミュニケーションの考え方を積極的に取り入れ,具

体的な企業活動に反映させていくことの重要性を指摘して,本稿を閉じたい｡

図4 バイオコミュニケーションとは
(時間軸)
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(出典 :参考文献 1)
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